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研究ノート

人の国際移動をめぐる研究の動向
―ヨーロッパにおける人の移動の自由と管理を中心に―

髙　橋　　　和

１　はじめに　―問題の所在―　

　グローバル化の進展はヒトの移動を飛躍的に増加させ，現在２億人を

越える人々が国境を越えて移動している。また移動形態も伝統的にみら

れる出身国から他国に移住する移動や出身国と出国先の国との往復する

循環型に加えて，複数の国を渡り歩いたり，日常的に越境して通勤をす

るという形態もあり，移動の形は多様化した。しかし，こうした現象は

グローバル化による結果だけではない。

　第二次世界大戦後のヨーロッパでは，労働力不足を補うための政策と

して，１９５０年代の後半から旧植民地やトルコからの移民を受け入れてき

た。しかし，北アフリカやトルコからの移民は，一時的な滞在者と考え

られており，したがって社会の構成員として認識されることはなく，外

国人としての地位に留まっていた。１９７３年のオイルショックを契機とし

てヨーロッパ経済が停滞期にはいると，企業の倒産が増えて失業率が上

昇したために，政府は移民の帰国を促す政策をとった。しかし，帰国し

ても職を得る目処が立たない移民たちは，移住先に留まり，送金ができ

なくなったために家族呼び寄せを行った。その結果，外国人人口は減少

するどころか増加したのである。ドイツで「ガストアルバイター」と呼

ばれるかれらは，職種において低賃金で多くの人がやりたがらない清掃

業など社会の底辺労働を担い，また宗教的にもヨーロッパ諸国の人々と

は異なり，ドイツ人社会に交わることがなかったために大きく可視化さ
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れることはなかった。

　１９９０年代に入ると，社会主義体制の崩壊によって出国が容易になった

旧東欧諸国から多くの移民が西欧諸国に押し寄せるようになった。おも

にキリスト教徒である東欧からの移民は宗教的にも近かったために，西

欧社会では受け入れやすく，かつ教育水準が高いという点でも「ガスト

アルバイター」と比べて受け入れやすい労働力であった。しかし旧東欧

諸国からの移民は，次第にガストアルバイターの職を奪うようになり，

社会の底辺において対立が深まったのであった。ガストアルバイターは，

すでに第二・第三世代となっていたにもかかわらず，旧東欧諸国からの

移民に職を奪われ，また宗教的な相違から，法的な地位は別として，社

会に不可欠な一部となっているにもかかわらず，西欧社会で阻害され，

不満を募らせていった。

　こうした状況のなか，ヨーロッパ諸国では，極右勢力による移民排斥

の動きが目立つようになり，社会の緊張を高めた⑴。他方で，先進国で

は底辺労働を担う人々の減少と高齢化の進展で，移民の存在は必要不可

欠なものとなっている。それゆえに，すでに国家の一部を構成している

移民をめぐって，各国の移民政策は統合か共存かをめぐって揺れている。

国際移動の研究は，この状況をどのように捉えて，何を問題としている

のだろうか。本稿では，国際移動研究の動向を概観しながら，１９９０年代

以降のヨーロッパにおける国際移動に関する研究が何を問題としている

のかを明らかにすることを目的とする。

⑴�　ドイツではネオナチが台頭し，フランスでは，2002年の大統領選挙において
極右政党の国民戦線の候補，ル・ペンが第二位になり，オーストリアでも1999

年極右政党の自由党のハイダーが政権につくなど，ヨーロッパ各国で極右勢力

が勢力を伸ばし，移民排斥を主張するようになっていた。
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２　国際移動 をめぐる研究の推移

　人の移動はとりたてて新しい現象ではない。それにもかかわらず，人

の移動，なかんずく国際移動が問題となるのは，国民国家が領域と，国

民というメンバーシップに規定されているからである。すなわち国家は

その領域に住む住民を国家の成員としてメンバーシップを与え，その成

員から税金を取り，再配分を行うための機関である。また国家は国民に

安全を保障し，保護する。国家は自国の領土内において自国民を保護す

る役割を担っている。したがって国境を越えて移動し，他の国家の領土

において働く・生活するということは国家によって保護される領域から

出ることであるが，移民が本国に送金を行い，その送金が本国の家族の

生活を支え税金を払っているという状況は，移民もまた本国にとって重

要なメンバーであることを示している。さらに，こうした人の国際移動

が個人のレベルの問題であろうとも，合法的に越境移動をしている人々

が，いまや地球上の全人口の約３％，２億人以上に上っているという状

況は，国際移動が極めて個人的な問題ではないということを意味してい

る。

　移民に関する研究は，後で述べるように，送り出す側の貧困問題や個

人的な問題と考えられていたため，国際政治学ではあまり関心を集めて

こなかった。しかし，１９９０年代に入ると研究成果が多く出されるように

なり，２０００年を増えると急激に増える⑵。本章では，１９９０年代までの移

民研究がどのような理論的な推移を辿ったかについて概観する。

⑵�　S.Vertivecが編集したMigrationシリーズは５巻まであり，１９７２年から２００７年
までの移民に関する主要な論文を網羅している。Steven Vertovec （ed.）（２０１０）, 
Migration: Critical Concepts in the Social Sciences, Vol.Ⅰ～Ⅴ , Routledge.
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２. １　プッシュ－プル理論

　移民研究でもっとも影響力をもっているのは，経済学，なかでも新古

典派によるプッシュ－プル理論である。移民の送り出し要因と受け入れ

要因から人の移動を説明するこの議論は，経済的な格差が人の移動を生

み出す主要な要因であり，また移動は個人的な動因によるものであると

する。したがって経済的に豊かな地域で働き，送金することは地域間の

経済格差を是正するために有効であるとみなす。

　この見解に対して小井土彰宏は，送り出し地域への関心の低さが問題

であると指摘し，米墨間の移民の実証研究に基づき，人の移動は必ずし

も貧しい地域から起きるとはいえないという。農村から都市への国内移

動とは異なり，国際移動の場合は，移動のための資金やバックアップが

必要であり，また移民先において仕事や生活を行うための「拠点コミュ

ニティ」と送り出し側を結びつける水路付け（チャネリング）が，移動

するための重要な要素となることを指摘し，プッシュ－プル理論では移

動の動因を十分に説明できないと批判している⑶。

２. ２　世界システム論（歴史―構造的アプローチ）

　プッシュ－プル理論が，経済的に豊かな先進国と途上国との経済格差

に注目するのに対して，先進国と途上国を別々に議論するのではなく全

体として議論すべきであると考えるのがウオーラーステインの世界シス

テム論による説明である。

　小倉充夫はこの世界システム論の立場で，「移動は送り出し側と受け

入れ側の二者間の関係に限定して理解されるべきではなく，両者を含む

⑶�　小井土彰宏「国際移民システムの形成と送り出し社会への影響：越境的な
ネットワークとメキシコの地域発展―」小倉充夫編『国際移動論：移民・移動

の国際社会学』三嶺書房，１９９７年，３３-６５頁。
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全体社会の構造と変動のなかで捉えるべきである⑷。」と主張する。小

倉は，移民を送り出す先進国・途上国の経済構造とともに，移民が移動

先で定住するのではなく，送金ができなくなると帰国して新しい移民を

送り込むという還流型の移民に着目し，送り出す側には失業の輸出と失

業手当の節約など労働力コストの削減という目的があり，受け入れ側に

は労働力を育てるコスト，老後の扶養のコスト，家族の扶養のコストを

送り出す側に負担させるという目的があり，双方ともに移民にメリット

を見出しているように見えるが，送り出す側には世界的な構造に起因す

る経済格差だけでなく，先進国における低賃金労働や社会保障費の負担

の回避という点においても先進国による搾取が行われているという点で，

二重の搾取が行われていると指摘する。

　しかしカースルズとミラーは，世界システム論は移動する個人をエー

ジェンシーとして捉えていないと批判する⑸。移民が主体的な動きであ

るか，社会経済の構造のなかで強いられたものであるかは，理論的枠組

みの違いであると思われるが，世界システム論に依拠することによって，

先進国が受け入れ負担を強調することへの批判が明確になったといえよ

う。

２．３　移民システム論（地理学）・移民ネットワーク論（社会学・人類学）

　世界システム論では，人の移動要因の構造的な側面を明らかにし，先

進国中心の議論に一石を投じることになったが，移動する人をエージェ

ンシーとして捉えていないという批判から，社会学・人類学を中心に移

民システム論・移民ネットワーク論が生まれた。ネットワーク論は，人

⑷　小倉充夫「国際移動の展開と理論」，『国際移動論』同上，８頁。
⑸�　エージェンシーというタームは国際政治学におけるアクターと同じ意味であ

る。S.カースルズ＋M.J.ミラー（関根政美，関根薫監訳）『国際移民の時代（第
４版）』，名古屋大学出版会，2011年，34頁。
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の移動を送り出しから受け入れまでをつなごうとする試みで，世界シス

テム論のマクロ構造と個人的な移動を促すミクロ構造・インフォーマル

な社会的ネットワーク（社会資本）の相互作用と，マクロ構造とミクロ

構造のあいだにメゾレベルを入れることによって，両者を繋ぎ，国際移

動を説明する⑹。

　移民システム論や移民ネットワーク論は社会学や人類学の研究から発

生したものであるために，ネットワークの役割や生成に関心が向けられ

ている。プッシュ－プル理論においても，世界システム論においても関

心が向けられていなかった移動する人の視点からの国際移動の生成過程

を明らかにすることによって，国家間関係で論じられてきた国際移動が，

それだけでは説明がつかないことを明らかにした。しかし，そのために

世界システム論が提起した先進地域と途上地域の総体としての構造の問

題は後退したように見える。

２. ４　トランスナショナル論

　トランスナショナル論は，移民ネットワーク論が明らかにしたマクロ

構造とミクロなインフォーマルな関係の結節点という視点を発展させて，

メゾ構造となっているトランスナショナルなコミュニティの性格や役割

に注目したものである⑺。トランスナショナル・コミュニティは国家間

に跨る空間として存在するために，伝統的な社会科学では私的な空間と

して分析対象とみなされなかった。しかし，移民ネットワーク論が国家

と国家を架橋するメゾ構造として，トランスナショナルなコミュニティ

⑹�　Douglas T.Gurak and Fe Caces, ‘ Migration Networks and the Shaping of Migration 
System,’ in Migration, op.cit., pp.１２１-１４５. メゾレベルに注目したものとして，
Thomas Faist, ‘ The Crucial Meso-level,’ in MigrationⅠ , op.cit., pp.１４６-１７５.

 ⑺�　A.Portes , L.E.Guarnizo & P.Landolt, ‘ The study of transnationalism: pitfalls and 
promise of an emergent research field,’ in MigrationⅣ , op.cit., pp.２１０-２２９.
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の存在を実証的に明らかにしたことにより，脱国家的な社会として認識

されるようになった。

　しかし構造的に見た場合，このトランスナショナルなコミュニティは，

送り出し国（地域）や受け入れ国（地域）のコミュニティと別のコミュ

ニティではなく，送り出し地域のコミュニティ，もしくは受け入れ側の

拠点地域のコミュニティが越境して拡大したものであり，そうした意味

においては「脱領域的」ではないという批判は正鵠を射ている⑻。それ

ゆえにトランスナショナルなコミュニティが，独自のポリティとして国

際システムに影響を与える存在となっているとは言えない。

２. ５　小括

　１９９０年代までの国際移動に関する研究は，プッシュ－プル理論という

二国間の経済的な要因によって説明されるものから，世界システム論を

取り入れた構造的な分析，さらにエージェントとしての移民を主体とし

て捉えることによって，それまで国際関係では見えていなかった移民

ネットワークやトランスナショナルなコミュニティという国家間に跨り，

かつ国家とは異なった社会の存在を明らかにしてきた。

　他方，国際政治学では，人の国際移動が国際システムに及ぼす影響に

ついてほとんど注意を払ってこなかった。その象徴的な例が，日本国

際政治学会が中心になって創刊した『講座国際政治』（東京大学出版会，

１９８９年）に見られる。このシリーズは，第５巻で「現代世界の課題」を

扱っているが，このなかに移民・難民を扱った論文はない⑼。これは，プッ

⑻�　三島禎子は，セネガルとフランスに跨る移民の送り出しネットワークが，ネ
ットワークも含めてセネガルの地域コミュニティの文化を維持するためのコミ

ュニティを形成していることを明らかにしている。三島禎子「出稼ぎ労働者と

地域社会―セネガル河上流の変容―」小倉，前掲書，７４-８０ 頁。

⑼�　有賀貞，宇野重昭，木戸蓊，山本義信，渡辺昭夫編『講座国際政治５現代世
界の課題』東京大学出版会，１９８９ 年。
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シュープル理論をベースとして考えられてきたため，国際移動は国家間

の経済格差に起因するとみなされて「富の偏在」もしくは「貧困」に起

因する現象として考えられていたか，東西対立に起因する政治的・イデ

オロギー的な理由，したがって東欧諸国から西欧諸国への移動は冷戦構

造に起因するものとして考えられていたからである。しかし，同じ日本

国際政治学会によって２００９年に出版された『日本の国際政治学』では，

全４巻のうち，第２巻が「国境なき国際政治」として，グローバル化に

伴うさまざまな問題を扱っている。人の移動については，柄谷利恵子「グ

ローバル化とシティズンシップ－移住労働者と越境する世帯」が収めら

れている⑽。２１世紀にはいってますます加速するグローバル化のなかで，

国際関係において人の移動が重要なファクターとなっていることを示す

証左といえよう⑾。

３　１９９０年代以降の国際移動をめぐる議論

　ヨーロッパにおける国際移動は，１９７３年のオイルショック以降，多く

の国で労働移民の受け入れを停止したことにより，顕著な現象となるこ

とはなかった。しかし，１９８９年の冷戦の終結に伴う東欧諸国からの難民

の急増，１９９２年から始まるボスニア紛争による難民の流出，さらに２００４

⑽�　柄谷利恵子「グローバル化とシティズンシップ－移住労働者と越境する世帯」，
日本国際政治学会編『日本の国際政治学２　国境なき国際政治』有斐閣，２００９

年，９５-１１４頁。

⑾�　田所昌幸は，国家の限定された領土において国籍を持つメンバーと国籍を

持たないメンバーが区別されてきたにもかかわらず，「伝統的に国際政治学は，

このような人的管轄権の問題には体系的な関心を払ってこなかった」と述べて

おり，国際政治学において人の移動に関する関心が希薄であったことを指摘し

ている。田所昌幸「国際人口移動と国家によるメンバーシップのガバナンス」

遠藤乾『グローバル・ガバナンスの歴史と思想』有斐閣，２０１０年，１９３頁。
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年の EUの東方拡大によって，国際移動は活発化する。人の移動の量的

な増加は，異質な存在としての「移民」の存在を個人的なものから社会

的な現象とし，そこに注目が集まるようになった。

　さらに，２００１年９.１１テロや２００４年スペインにおける列車爆破事件，

２００５年のイギリスでのバス・空港への自爆テロ，また同じ年に起こった

フランスにおける警察官による「移民」の少年に対する暴行事件を契機

に発生した大規模な移民暴動などにより，異質な存在である「移民」が

社会の秩序や安全を脅かしているという認識が持たれるようになり，移

民が安全保障の脅威として捉えられるようになった。その結果冷戦終結

以降のヨーロッパにおける国際移動をめぐる国際政治学の議論は，この

「移民のセキュリタイゼーション」が重要なテーマとなった。

３. １　冷戦以降のヨーロッパにおける人の移動の動向

　ヨーロッパにおける人の国際移動は，東欧諸国から西欧諸国への東西

移動と中東やアフリカ諸国からの西欧諸国への南北移動に分類される。

東西移動がキリスト教圏のなかでの移動であるのに対して，南北移動は

イスラム圏からキリスト教圏への移動であり，文化的・宗教的な差異の

大きな移動である。

　１９８９年の旧東欧諸国における社会主義体制の崩壊と冷戦の終結は，急

激な東西移動を引き起こすことになった。冷戦期には政治的な迫害を理

由とする難民申請は，個人的なものであったが，冷戦末期からその数は

急速に増加した。１９８９年後半から１９００年にかけてドイツへの難民申請は，

もともとドイツ出身者であることを理由として旧東ドイツやポーランド

からの申請が多かったが，その後，南東欧諸国からの申請も多くなった。

西ドイツの統計によれば，１９９２年にドイツに難民申請した人は４３８,０００

人に達しており，そのうち３１万人がヨーロッパ諸国からの難民申請であ

る。このうち約１２０,０００人がユーゴスラヴィアから，１００,０００人がルーマ
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ニア，２８０,０００人がトルコからの難民申請だった⑿。この難民申請は政治

的な理由によって行われたものであるが，実際には社会主義体制崩壊後

の経済的な混乱に起因する経済難民であった。急激な難民申請の増加に

耐えられなくなったドイツは，１９９２年に「安全な第三国」からの難民申

請と不法移民は認めないという決定をした。「安全な第三国」とは，EU

諸国，ポーランド，チェコ，スロヴァキア，ルーマニア，ブルガリアの

東欧諸国とオーストリア，スイス，フィンランド，ノルウェー，スウェー

デンである⒀。この措置によって，旧東欧諸国からの EU諸国への難民

申請はできなくなり，ドイツの難民申請は減少した。

　ドイツと国境を接するチェコとポーランドは，それぞれがドイツとリ

アドミッション協定を締結し，ドイツとの国境において不法移民の入国

を阻止するために国境管理を強化した。リアドミッション協定は，チェ

コやポーランドの国境を通ってドイツに不法に入国した人は，もしパス

ポート等の身分を証明するものを持たず，出身国が特定できない場合に

は，通過国，すなわちチェコかポーランドに送り返すというものであり，

地理的に東西移動の通過点に位置するこの両国は，難民や強制送還され

た不法移民への対応に追われることになった。

　人の移動が活発化する次の契機となったのは，ユーゴスラヴィア崩壊

に伴う「民族紛争」である。１９９２年のボスニアの独立をめぐる紛争は，ユー

ゴスラヴィア連邦からの独立をめざすムスリム勢力とクロアチア人勢力

と独立に反対するセルビア人勢力との内戦となった。「エスニック・ク

レンジング」と言われるような市民を巻き込む戦闘の拡大によって，ボ

スニアに住む多くのムスリムが西欧諸国へ流入し，EC/EUへの難民申

⑿�　ドイツの統計では，トルコはヨーロッパに含まれる。Statistisches Bundesamt 
（hrsg.）Statistisches Jahrbuch １９９３  für die Bundesrepublik Deutschland.
⒀�　Kazu Takahashi（１９９５）, ‘Political Reorganization and Regional Cooperation in “East 

Europe”, in Mikiko Iwasaki（ed.）, Varieties of Regional Integration, Lit Verlag, p.１２１.
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請が急増した。これらの難民をもっとも多く受け入れたのがスウェーデ

ンである。スウェーデンではそれまで難民申請はほとんど受理してきた

という経緯があり，申請の難しくなったドイツに代わり，スウェーデン

への申請が増加したのである。スウェーデンにおけるボスニア紛争に伴

う難民申請は，１９９２年には８４,０００人となり，前年度の２７,０００人の３倍を

上回った⒁。

　東西移動を加速したもう一つの要因は EUの東方拡大である。２００４

年，EUは旧ソ連・東欧諸国のうち，エストニア，ラトヴィア，リトア

ニア，ポーランド，チェコ，スロヴァキア，ハンガリー，スロヴェニア

を，２００７年にルーマニアとブルガリアを加盟国とした⒂。

　EUはこれらの国々を EUに加盟させるにあたり，EU市民に認められ

ている移動の自由の権利が行使されることによって，東西移動が加速し，

労働市場が混乱することを危惧して，期限付きで新規加盟国からの移動

を加盟後最長７年間まで制限することを認めた。その後移動制限はさら

に２年間延長された。移動の制限はそれぞれの国家の裁量下にあったた

めに，イギリス，アイルランド，スウェーデンはこの移動制限を行わな

かった。それゆえに，新規加盟国からの移動は，ドイツ，フランスから

移動制限を行っていないこれらの国へと移っていた。しかし，この制限

がドイツやフランスへの人の移動を止めることができたわけではない⒃。

さらに，越境協力（cross-border cooperation）の枠組みにおける越境通勤

⒁�　清水謙「スウェーデンにおける「移民の安全保障化」日本国際政治学編『国
際政治：国際政治研究の先端１０』１７２巻，２０１３年２月，８８頁。

⒂�　２００４年の拡大には，マルタとキプロスも同時に加盟している。
⒃�　２００６年，２００７年のポーランドからドイツへの一時的な移動はそれぞれ９,１２８
人，１０,７１９人であり，増加している。パーマネントな移動は，それぞれ１４,９５０人，

１３,７７１人であり，少し減少しているが，イギリスを除く他の国より依然として

多い。http://eapmigrationpanel.org/page２３５５７.html?template=print（２０１４/０３/０７）
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者⒄や季節労働者という合法的な移動に加えて，合法的に入国したもの

のビザが切れても帰国せず不法移民となった人など，さまざまな形で外

国籍の人は増えていった。

　旧東欧諸国のうち，ポーランド，ルーマニア，ブルガリアからの移動は，

EU加盟前から顕著であったが，この傾向は加盟後も続いている。たと

えば，ルーマニア人のうち２４０万人がルーマニア以外の EU諸国に住ん

でいる。またポーランド，ブルガリアでも依然として域内移動による人

口流出が続いている⒅。ポーランドでは，２００４年の出移民は１８,８７７人で

あったが，２００６年には４６,９３６人と増加している。２００７年には３５,４８０人と

減少しているものの，依然として高い数字である⒆。２０１２年１月１日現

在，EUに在住する外国籍の人は２,０７０万人，全人口の４.１% である。さ

らに，この時点で，EU諸国の域外で生まれ，その後 EU諸国の国籍を

取得した人を加えると３,３００万人が外国人である。この２,０８０万人の外国

籍の人のうち，ヨーロッパの非加盟国からの移動した人は３８.５%，アフ

リカが２４.５%，アジアが２２%である。ヨーロッパでは，アルバニア，ト

ルコ，ウクライナがもっとも多く，アフリカではモロッコからの移動が

もっとも多く，１９０万人に達している⒇。ヨーロッパでは，東西移動だ

けでなく，南北移動も活発であるといえる。

　合法移民とともに，還流型の移動や越境通勤を行う人の数も急増して

いる。１年以内の還流型では，EUの統計では移民として記録されない。

⒄�　自治体レベルで越境地域協力を行なっている地域では，国境から５０キロ以内
の居住する住民は，越境通勤が求められており，これはEUの労働移動の規制

の対象外である。

⒅�　http://epp.eurostat.ec.europa.eu/statistics_explained/index.php.Migration_and_
migrant_population_statistics/ （２０１４/３/１）

⒆�　Tadas Leončikas & Karolis Žibas, Migration Trends ２００６－２００８: Sönderköping 
Preocess Countries, European Committion, ２００９, p.３４.
⒇�　http://epp.eurostat.ec.europa.eu/statistics_explained/index.php.Migration_and_

migrant_population_statistics/ （２０１４/３/１）
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また越境通勤や季節労働者も統計には反映されない。しかし，国境から

５０キロ以内に居住する人の越境通勤を可能とする越境地域協力を行って

いる地域が１７５カ所を越えていること�やオーストリアでは国境地帯の

労働者の７７％が外国人であるというデータもある。また不法移民も多く，

とりわけウクライナからの不法移民は，Sönderköping Process 諸国�のな

かで最も多く，２００４年に１５,４３８人，２００５年に１４,４４１人，２００６年に１１,２９４人，

２００７年１２,６６０人と減少しているものの，毎年１万人以上が不法入国で国

境で拘束されている。ウクライナとともに，ポーランド，ルーマニアの

国境で拘束される人もまた毎年５０,０００人を越えている�。このように統

計上，捕捉することが難しい移動も多いことから，EUの統計から読み

取れる傾向は実際よりも過小傾向にあるといえよう。

　こうした状況を背景に，国際移動をめぐる研究は，さまざまな民族や

宗教との共存を余儀なくされ，多文化共生という統合の在り方に目が向

けられるようになる一方で，移民を安全保障の対象とみなす「セキュリ

タイゼーション」に関心が向けられ，研究対象は人の移動ではなく，移

民政策や国境管理に関心が移っていった。

　

３. ２　多文化共生とシティズンシップ

　ヨーロッパは，すでに１９７０年代から経済的な不況に陥っており，その

矛先は移民に向けられていた。共和主義を取るフランスでは，憲法の前

の平等原則に則り移民にもフランス国籍が与えられたため，移民であっ

��　AEBRのホームページのメンバーリストによる。http://www.aebr.eu/members/
list_of_members.php.
��　Sönderköping Process は不法移民を防止するための EUのプログラム。対象
国は，EU外縁の国境線を共有する北・東欧諸国，エストニア，ラトヴィア，

リトアニア，ポーランド，スロヴァキア，ハンガリー，ルーマニア，ベラルー

シ，ウクライナ，モルドヴァの１０か国である。

�　Migration Trend, op.cit.,p.７５.
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てもフランス共和主義の価値を受け入れるのであれば，国民としてのメ

ンバーシップを得ることができた。移民は法的にはフランス人と対等で

あったが，フランスの移民は南北移動による旧植民地からの移動が多く，

文化的・宗教的違いから異質な存在として認識され，社会的な格差は歴

然と存在していた。１９７０年代の経済不況以来，社会的な不満の矛先が移

民に向けられることが多くなった。移民排斥運動が起こり，ル・ペン率

いる極右政党が誕生していた。他方ドイツでは，血統主義に立つ国籍法

のために，１９９９年までドイツ人の血統を持たなければドイツ国籍をとる

ことができなかった。そのため，ムスリムの人々の間で自助組織として

のムスリム・コミュニティが発展し，ドイツ人社会と交わることがなかっ

た�。

　しかし，冷戦の終結による急激な人の移動，とりわけ西欧にとっては

文化的にそれほど違わない東欧からの移民は，低賃金の職を従来の移民

たちと競ったために，異質な存在としてのトルコやアフリカからの移民

の存在を際立たせることになった。それと同時に，ソ連・東欧諸国にお

ける社会主義体制の崩壊は，西欧的な価値観，すなわち自由・人権・民

主主義の「勝利」であると考えられた結果，これらの普遍的な理念を維

持することもまたヨーロッパ諸国に課された課題であるとの認識が高

まったのである。

　こうした状況を背景に，多文化共生に関する研究が進展することに

なった。多文化共生は，１９７０年代に経済的不況からヨーロッパ諸国が移

民の受け入れを停止したにもかかわらず，家族呼び寄せによって外国出

身者が増加するという状況から生まれたものである。１９９０年代にはいっ

��　石川真作は，こうしたドイツにおけるムスリム社会の存在を「並行社会」と
呼んでいる。石川真作「“移民国家”ドイツの社会空間」，石川真作・渋谷務・

山本須美子編『周縁から照射するEU社会：移民，マイノリティとシティズン

シップ』世界思想社，２０１２年，１６３－１６８頁。
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て移民の量的な増加や移民の第二・第三世代の出現によって，同質的な

国民国家のアイデンティティを維持することが難しくなったことを背景

として，多文化共生の研究は進展した。しかし，多文化共生は行政の政

策課題として研究されるか，マイノリティの権利として議論に集中し，

国家の枠を越える議論には至らなかった�。また社会学や人類学が多文

化社会や移民コミュニティそのものに関心を寄せていたのに対して，国

際政治学では，移民の法的な地位に関心が向けられ，シティズンシップ

をめぐる議論が活発化した。

　シティズンシップをめぐる議論は，多義的であるが，シティズンシッ

プは，国家のメンバーとしての法的資格，国家によって保護される権利，

帰属意識という３つの側面から定義される�。国民の同質性を前提とし

た近代国民国家においては，国民は国家のメンバーとしての法的資格を

与えられ，国家に対して諸権利を保障され，義務として納税を行う。こ

の結び付きによって同質な国民は国家に対して帰属意識（アイデンティ

ティ）を持つ。この関係の総体が，シティズンシップが意味するもので

ある。したがってシティズンシップは，国内政治における国家と市民と

の関係である。しかし国際政治においては，シティズンシップは別の議

論となる。すなわち，国際政治においては，国家は国家主権を持ち，国

民を保護する責任を負っており，国民は帰属する国家によって保護され

るという側面を持つ。それゆえに国家のメンバーシップを持たずに生活

��　初瀬龍平編『エスニシティと多文化主義』同文社，１９９６年。石川一雄『エス
ノナショナリズムと政治統合』有信堂，１９９４年。宮島喬「ヨーロッパ統合と

マイノリティ」大島美穂編『EUスタディーズ３国家・地域・民族』勁草書房，

２００７年，１９５－２１１頁。

��　シティズンシップとメンバーシップは同じものという見方もあるが，ここで
はメンバーシップは法的な帰属を表す「国籍」として捉え，シティズンシップ

はより広い内容を持つものとして捉える。同じ国籍を持ちながら，実質的な機

会の平等が確保されない場合，シティズンシップに規定されている諸権利が享

受できないという格差も問題となるからである。
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している外国人は，自国の保護を受けることができないスペースにいる

ということになる。

　他方で，ヨーロッパ諸国は，自由・人権・民主主義は普遍的であるこ

とを主張し続けることによって冷戦を終結へと導いた。冷戦真只中の

１９７５年に全欧州安全保障会議で採択されたヘルシンキ宣言は，人権を国

家主権を越える普遍的なものと位置づけ，人権侵害については国家主権

を越えて関与することができると明記している。これに基づき，西欧諸

国は東欧諸国の人権団体を支援し，冷戦を終結させた東欧革命の担い手

を育ててきたのである。

　欧州連合条約では，その前文において「自由・民主主義ならびに人権，

基本的自由および法の支配の尊重の原則に対する愛着を確認し，（中略）

各国の国民に共通の市民権を創設することを決意し，（中略）欧州連合

を設立することを決議し�」と述べており，EUにおいてはこれらの諸

権利が EU各国の国民に普遍的なものであることを謳っている。国家が

国民に与えるシティズンシップが，それぞれの国家を越えて認められる

という点において，シティズンシップは普遍的ではあるが，EU諸国の

国籍を持たない人に認められるとは書かれていない。したがってシティ

ズンシップをめぐる研究は，EU域内においてそれぞれの国家が提供し

ている国民に対する保護の差異を乗り越えるのかという議論に重きが置

かれることになった。また EUシティズンシップの創出によって EUへ

の帰属意識，ないしはアイデンティティを持つことが可能かという議論

へと発展していった。チェッケルとカツェンシュタインが編者となっ

た『EUアイデンティティ』には，人の移動が EUのアイデンティティ

にどのような影響を与えるかという論考がおさめられているが，ここ

で扱われる人の移動は，EU域内で自由に移動ができるようになった人

��　欧州連合条約，前文。



人の国際移動をめぐる研究の動向――髙橋

59

（
三
八
）

を考察の対象としており，外国籍で EUの域内であっても自由に居住地

を変更できない人は考察の対象となっていない�。日本における EUシ

ティズンシップの研究においても同じような傾向がみられる。すなわち，

EUシティズンシップの問題は，EUの統合形態をめぐる議論の延長線

上にあり，国家主権を越えて統合ができるのか，国家連合として国家の

権限を温存したままなのかという議論の枠組みを出ていないといえる。

　しかしシティズンシップをめぐる議論の背景には，EU諸国の国籍を

持つ・持たないを別として，キリスト教の文化を核として成長したヨー

ロッパで，文化的・宗教的に異なった人たちの存在が大きくなり，摩擦

が大きくなってきたことが，ヨーロッパのアイデンティティを不確かな

ものにしつつあるという事実があるということは確かであろう。それゆ

えに「多文化共生」が強調され，各国政府の政策も多文化共生に沿っ

たものとなる�。EUレベルでも，２０００年に欧州理事会において「人種

または民族的出身に関わりなく平等待遇原則を適用するための指令」

（２０００/４３/EC），いわゆる反民族差別指令が出されており，教育や社会

的サービスにおいてもそれぞれの文化が尊重されるとされた。しかし，

それと同時に多文化共生は社会的な統合を難しくさせ，結果として異質

なものを排除することになるという批判がでてきたのである。とりわけ

９.１１のテロ以降，多文化主義は失敗であったという論調が強くなり，移

民を多く受け入れている国家において国籍取得の審査基準が厳しくなり，

言語習得の研修が強制的に課されるようになった。政策のレベルでは，

多文化共生から統合へと舵が切られた。

　シティズンシップをめぐる議論と多文化共生をめぐる議論は，どちら

��　Adrian Favell, ‘Immigration, Migration, and Free Movement in the Making of 
Europe,’ in Jeffrey T. Checkel & Peter J. Katzenstein eds., （２００９）, European Identity, 
Cambridge Up, pp.１６７－１８９.
�　初瀬龍平および石川一雄，前掲書。
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も統合の形をめぐる議論である。移動の自由を保障した EUシティズン

シップの議論は，EU域内に居住している外国籍の人を考察の対象とし

ていない。多文化共生に関する議論も統合を進める側の議論であり，統

合される側の視点は置き去りにされているのである。

　

３. ３　移民のセキュリタイゼーション

　EUシティズンシップの議論が人の移動の自由から生まれた議論で

あったのと同様に，セキュリタイゼーションの議論もまた人の移動をめ

ぐる議論である。カースルズとミラーは『国際移民の時代』において，「安

全保障問題の研究家は国家による戦争の脅威を防ぐことに関心を集中し

ていた。その結果，非国家アクターによる脅威について大きな関心を寄

せることはなかった」と述べて，アルカイダによるテロが人の移動と安

全保障の問題に関心を寄せる契機となったとする�。

　しかし，ヨーロッパでは移民と安全保障との関係性に着目する研究は，

１９９０年代前半に議論が始まっており，「移民のセキュリタイゼーション」

という概念が登場していた。清水謙によれば，「セキュリタイゼーショ

ン」という概念は，コペンハーゲン学派のバリー・ブザンとオーレ・ウェ

ヴァーによって提唱され，安全保障が何を指すかはあらかじめ普遍的に

定義されているわけではなく，安全保障化（セキュリタイゼーション）

のプロセスを経ることでそれぞれの国にとっての安全保障の対象が決定

され，安全保障の内容を形成していくとされる�。コペンハーゲン学派

は構成主義に立つゆえに，価値規範が成立するプロセスを重視する。こ

こではなぜではなく，どのようにして移民のセキュリタイゼーションが

起こったのかという問題になる。

　EUの前身である EECは，発足当時，市場統合をめざし，１９８５年に

��　カースルズ+ミラーズ，前掲書，２７２ 頁。
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欧州単一市場を成立させた。それにともなって人の移動が国境線によっ

て妨げられないようにという目的から当時の ECであった加盟国のうち

５カ国がシェンゲン条約を締結した。シェンゲン条約の締約国は，フラ

ンス，ドイツ，ベルギー，オランダ，ルクセンブルクである。しかし，

国境管理の廃止は安全保障上の問題にどのように対処するかという問題

を提起する。それゆえにシェンゲン条約の第７条では「移民と安全保障

の分野において，共通の国境における管理を簡素化することによって生

じるであろう深刻な結果をさけるために，すべての関係国は，ビザ政策

をできるだけ早く接近させる努力を行う。不法移民と安全を危険に晒す

ような活動に対しては５カ国の領土全体の安全の確保の必要性を考慮し

つつ，ビザと入国管理手続き問題について１９８６年１月１日から必要な段

階を追って実施する」と規定されている。このパラグラフでは安全保障

の問題と不法移民が並列に並べられているが，不法移民が安全を脅かし

ているとは書かれていない。「不法移民と安全を危険にさらすような活

動」という表現は，不法移民と安全を危険にさらすような活動は別のカ

テゴリーとして理解されていたと考えられる。しかしそれと同時に，こ

の規定から，国境管理の共通化という制度の導入にあたり，不法移民に

どのように対処するのかという問題が国家の安全保障の課題となった。

すなわち，シェンゲン条約においてはじめて人の移動が安全保障の領域

の問題として認識されるようになったのである�。

　１９９０年代にはいると ECは統合を加速し，１９９２年にマーストリヒト条

約を採択する。マーストリヒト条約では，「域外国境管理，庇護，移民

ならびに犯罪の予防および犯罪との闘い」が EU全体の目的とされ，シェ

ンゲン条約は移動の自由の保障よりも国境管理に重点が置かれることに

��　清水謙，前掲論文，８８ 頁。
��　髙橋和「越境地域協力と国境管理―シェンゲン条約と人の移動の管理をめぐ
って―」山形大学『法政論叢』第５０ 号，２０１１ 年。
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なる。さらに１９９７年のアムステルダム条約では，「自由・安全・正義の

領域の課確立するために犯罪，テロ，不法移民のような脅威に対して

EU市民を守る（下線は筆者）」と規定された。マーストリヒト条約に

おいて国境管理は CFSP（Common Foreign and Security Policies: 共通外

交政策）のもとで扱われていたが，アムステルダム条約では JHA（Justice 

and Home Affairs: 内務問題）と位置づけられた。これによって対外政策

として加盟国のそれぞれの管轄下におかれていた移民と国境管理問題は

内務問題となり，EUが管轄することになる。EU全体で対応するため

に，シェンゲン・インフォメーション・システムが構築されることにな

り，これによって EU域内に入る時の審査が義務づけられ，個人情報は

加盟国すべてで共有されることになった。難民申請も EU加盟国のどこ

かで拒否されると改めて他の国から申請することができなくなった。

　シェンゲン条約は，EC加盟国間の条約ではなく，別枠で締結された

ものである。しかし，アムステルダム条約はシェンゲン条約を取り込み，

２００４年に EUに新規加盟が決まっている中・東欧諸国は，加盟のために

シェンゲン条約の受け入れと国境管理の強化が義務となった。それまで

ビザなしで行き来できた近隣諸国との間にもビザが要求されるようにな

り，EU新規加盟国と東欧の非加盟国との間に新たに「分断線」が敷か

れることになった。

　この一連のプロセスによって，不法移民は安全保障上の脅威とされる

にいたった。不法移民が安全保障上の脅威とされたことにより，EUの

国境管理は厳格化され，不法移民は個人的な問題ではなく EU全体の問

題とみなされるようになり，１９９９年のタンペレでの理事会を経て，共通

移民政策が導入された。不法移民を排除するために，国境において警

備を強化し入国を阻止するだけでなく，すでに EUに滞在し不法移民と

なった人の退去，さらに入国前審査の強化によって，非加盟国の管轄領

域まで EU権限が及ぶことになった�。こうした状況は「EUの要塞化」
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として批判を受けるが，この批判に対して EUは「近隣諸国政策（NEP）」

によって近隣諸国とは友好関係を構築しており，要塞化にはあたらない

と反論する。

　ビゴやフォン・ムスターは，その著書において EUにおいて「移民の

セキュリタイゼーション」が起こるプロセスを明らかにしており，国家

と EU委員会との綱引きのなかで移民問題を内務問題とすることによっ

て，EUの権限を高めることに成功したという。すなわち移民が安全保

障の対象となったのは，EUの統合をめぐる争いのなかで争点とされた

ことが問題であったという�。

　こうしたプロセスを経て成立した EUの共通移民政策は，移民を脅威

として捉え，それをいかに阻止するかというよりは，社会にどのように

統合するかという点に重点が置かれているにもかかわらず�，９.１１テロ

以降，移民とテロは容易に結び付き，移民排斥がより目立つようになっ

た。「移民排斥」は国内における移民排斥運動や移民への暴力だけでな

く，EUとしての動きでもある。EUは合法移民に対しても選別的であり，

不法移民については，実力で排除している。とりわけアフリカからの不

法移民の多いスペインや中東地域を経由して不法移民が入りやすいブル

��　カドウェルは，EUが国境警備を域内だけなく域外諸国にたいして要求し，
実行していることについて，法的な根拠のない状況でEUの権限を近隣諸国に
おいて行使することになると批判しているが，他方で不法な越境者を取り締ま

るには隣国の協力が不可欠であり，合意を合法的にすることは難しく，実効性

を担保するにはNMG（New Modes of Governance）は有効であるとも述べてい
る。Paul James Cardwell, ‘ New Modes of Governance in the External Dimension of 
EU Migration Policy,’ International Migration Vol.５１（６） ２０１３, pp５４-６６.
��　Didier Bigo & Elspech Guild （２００５）, Controlling Frontiers: Free Movement into 

and within Europe, Ashgate. Rens van Muster （２００９）, Securitizing Immigration: The 
Politics of Risk in the EU, Palgrave.

��　岡部みどり「人の移動をめぐる共同国境管理体系とEU」木畑洋一編『ヨー
ロッパ統合と国際関係』日本経済社，２００５ 年。Christof Roos （２０１３）, The EU 
and Immigration Policies: Cracks in the Walls of Fortress Europe? Palgrave.
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ガリアやルーマニアには国境警備隊 FRONTEXが配備され，実力で入

国を阻止するという手段も取られている。また，EU非加盟国のモルド

ヴァやウクライナ，EUと共通の国境線をもたない「イストリア」でも

FRONTEXによる警備が行われている�。

　この状況は，EUの移民政策が EUの「要塞化」という EU域内に留

まるものではなく，EU域外諸地域を巻き込むものといえる。近隣諸国

政策の一つとして不法移民を阻止するために行われてきた Sönderköping

プロセスは，EUへの不法入国者が多い EU域外諸国，ウクライナ，ベ

ラルーシ，モルドヴァとこれらの諸国と国境を接しているエストニア，

ラトヴィア，リトアニア，ポーランド，スロヴァキア，ハンガリー，ルー

マニアに対して不法入国者の取り締まりを支援するための EUのプログ

ラムの一つである。

　移民が安全保障の対象となっているという議論は，社会政策分野にお

いても顕著である。労働移民をターゲットにしたものとしては，失業

率の高さを背景に労働市場において移民が職を奪っているというもの�

と，移民が社会保障にただ乗りしているというものがあり，社会不安を

背景にこうした議論において移民に対する非難を強めている�。これら

��　イストリアは，モルドヴァとウクライナの国境に位置する未承認国家である。
EU域外におけるEUの国境警備のサポートについては以下の論文を参照。髙橋

和「欧州東部における越境地域協力（CBC）の変容―EU対ロシア？－」山形

大学『山形大学紀要（社会科学編）』第４３ 巻，２号，２０１３ 年２月，２６－２７ 頁。

��　ポーランドでは，移民によって２３０ 万人が移動した結果，国内の失業率は
１９％から７％に減少したという。いわゆる失業輸出である。Jon Erik Dølvik 

（２０１３）, ‘ European Movement of Labour: Challenges from European Social models,’ 
in Elena Jurado & Grete Brochman eds. （２０１３）, Europe’s Immigration Challenge: 
Reconciling Work, Welfare and Mobility, I.B.Tauris, p.３４.
��　スウェーデンにおける移民のセキュリタイゼーションを実証的に検証した清
水謙によれば，「高水準の福祉政策が移民によってフリーライドされていると

いう認識」があり，それが国家の政策としてのセキュリタイゼーションを加速

するという。清水謙，前掲論文，８７ 頁。
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の研究は，移民とりわけ不法移民が法定賃金以下で働くために正規の労

働者もまた低賃金を受け入れざるを得ない，もしくは失業するという議

論と一般市民が受け入れない低賃金労働を担っている移民労働者を排除

したら社会が成り立たないという意見が対立しており，不法移民を防ぎ

合法的に受け入れることによって社会に統合することができるという議

論がある一方で，福祉政策に関しては，「ただ乗り」から「持ち出し（福

祉による給付金を母国に送金している）」という批判もあり，福祉政策

はだれのためのものかというシティズンシップ権利をめぐる議論につな

がる。デルヴィクは，人の移動の要因を賃金格差に起因するものだとし

て，EU域内の低賃金の国から高賃金の国へと人が移動するが，移民に

よる社会福祉負担の増加に国家が耐えられなくなりつつある現状は，市

民の間に福祉の給付格差を生み出し，外国人にたいしても差別なく行っ

てきた福祉システムを根本から変化させるものであると危機感を抱いて

いる�。

　移民のセキュリタイゼーションをめぐる議論は，EUの統合プロセス

における国家と EUの間の権限をめぐる争いであり，また「異分子」で

ある外国人や移民をどのような待遇で統合するかという問題でもある。

しかし，これらの議論はどの議論においても管理する側の議論であり，

管理される側，すなわち移動する人の側からの議論はなされていないの

である�。また EUの立場で議論された研究は，EUの国境管理や近隣諸

国政策が近隣諸国に及ぼしてきた影響についてほとんど言及していない。

�　J.E.Dølvik, op.cit.,
��　移動する側の視点から東欧の帰国移民を扱っているのが，マルチンとラドゥ
の論文である。かれらによれば，EUの国境管理の強化によって帰国を余儀な

くされた人も少なくない。２００６年－２００７年の間に，労働年齢である２５ 歳から

６５ 歳までの移民のうち帰国した人はブルガリアで６.２%，ルーマニアで７.６５％，

ポーランドで７.９８%，もっとも高いエストニアでは９.１０％である。帰国後起業

や再就職ができればいいが，地縁関係など社会資本が失われている場合には
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他方で，移民を EUに送り出している東欧諸国の移民を対象とする研究

では，EU域内での労働が学歴や職歴に見合ったものにならず帰国する

移民が２０％から３０％に達しており，帰国後の生活がかならずしもうまく

いっていない現状が報告されている�。この研究は，受け入れ側の論理

ではなく送り出された移民に視点を置いていて，EU拡大後の中・東欧

諸国における人の移動が多様になっている現状を把握することはできる

が，EU拡大のインパクトとして国際移動を位置づけるために，中・東

欧地域における国際移動を過渡的なものとして捉えている。しかし，ポー

ランドやウクライナは EUの東方拡大以前から人の移動が多かった地域

であり，そうした歴史的な背景も考慮されていない。したがって国際移

動をする人の側の視点があっても，EUの制度との関連性については客

体としての議論となっている。

　EUにおける移民をめぐる研究は，移民のセキュリタイゼーションを

根拠として，国境管理や包括的な移民政策を，EUが「自由・安全・正義」

の領域であるための不可欠な政策として正当化する傾向にある。しかし

EU市民以外の人にとってこうした価値は守られない。移民の送り出し

国である東欧諸国の視点に立つ研究では，こうした EUの政策を「EU

の要塞化」として批判し，人権や社会権を根拠に普遍的な価値の適用を

求める。それゆえに両者の議論は平行線を辿っている。

　�出国以前よりも生活条件が悪化する場合もある。出国は個人の意志で決断で

きるが，帰国の決断は受け入れ国の移民政策に左右されると述べており,移動

の要因として国家の役割を無視できないとしている。Reiner Martin & Dragos 
Radu （２０１２）, ‘ Return Migration: The Experience of Eastern Europe,’ International 
Migration Vol. ５０（６）, pp１０９-１２８.
��　Birgit Glorius, Izabela Grobowska-Lusinska & Aimee Kuvik, eds. （２０１３）, Mobility 

in Transition: Migration Patterns after EU Enlargement, Amsterdasm University press.
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４　おわりに

　ヨーロッパにおける人の国際移動に関する研究は，ポスト冷戦期の国

際政治学では国民統合もしくはヨーロッパ統合をめぐる議論と安全保障

に関する議論に集中している。統合をめぐる議論は異質な他者をどのよ

うに統合するのかという観点からシティズンシップの中身をめぐる議論

として展開した。しかし EUにおけるシティズンシップは，EU市民の

自由であり，保護であって非 EU市民のシティズンシップを視野にいれ

た研究はほとんど見られない。また安全保障に関する議論も，EUがい

かにして「自由と正義と安全の領域」を完成させるかという観点から，

国境管理や不法移民防止のための対策，その延長線上の経済援助という

移民政策の効率について議論されている�。こうした視点は EU域外地

域の研究者から批判を受けているが，EU研究にそうした批判は取りこ

まれていない。

　国際政治学では，政府による領域支配と国民の活動領域との乖離を指

摘する研究が多く見られるようになってきたが，越境する人やトランス

ナショナルなコミュニティは移動する人たちの問題としてしか理解され

ていないようにみえる。柄谷利恵子が明らかにしたように，送り出し国

の家族が国境を越えてトランスナショナルな世帯を構成していると同時

に，移民を受け入れている家庭は，移民の労働に家事・育児・介護を頼っ

ており，その労働に依存しなければ生活ができないという状況は，受け

入れ世帯にとってもトランスナショナルな「世帯」を構成しているとい

��　岡部みどりによれば，移民送り出し国への経済援助によって EUへの移民
を抑制しようとする「包括的」な解決は，EUの文脈ではなく，「庇護，難民，

移民政策に関するヨーロッパ・北アメリカ・オーストラリア政府間賢人協議」

という対話プロセスから出たものである。岡部みどり「拡大EUの「人の移動」

と戦略的 EU出入国管理制度」『日本 EU学会年報：EUの東方拡大』第２４号，

２００４年，１５６頁。
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えるのである。トランスナショナルな状況は，送り出し国側においても，

受け入れ側においても不可分な状況となっているのである。

　社会学や人類学によって築かれた移動する人に焦点をあてた研究視角

は，ここではほとんど議論されていないだけでなく，EUという国家を

越える組織でありながら EUを対象とする研究には EUを越えるグロー

バル・ガバナンスの視点はなく�，国家と EUとの間で国家の主権の権

限を取りあう状況に陥っている。すなわち，人の国際移動は，移動する

人の母国と切り離され，EUもしくはそれぞれの国家が，それぞれの権

限のなかでどのように対処すべきかという議論に回収されてしまう。そ

れゆえに，管轄権の及ばない送り出す側は普遍主義を梃子にこの問題に

アプローチをしようとする。普遍主義に基づく要求は，理念としては共

有されているにもかかわらず，現実の政策にはほとんど反映されない。

この背景にはグローバル化の進展という状況のなかで，企業の競争力を

維持するためにはより安価な労働力を必要とするという経済の事情があ

る。社会の底辺労働を低賃金で担い，また高学歴にもかかわらず不法移

民となったために適正な賃金を払わなくても訴えられない人の存在は雇

用者にとっては都合のいい存在である。他方で，社会保障に頼らなくて

もいい高収入を得ている人は自分たちに還元されることのない社会保障

に税金を使うことに反対し，税金を支払うことを躊躇するようになる。

また移民労働者など「異分子」に対して社会保障を行うことに消極的に

なる。「異分子」の安価な労働によって国家が維持されているにもかか

わらず，である。越境通勤者は所得税を働いている国に納める。しかし

社会保障を提供しているのは居住している国家である。こうした不均衡

な構造を認識するならば，人の移動に伴う制度にはグローバルな取り組

��　EUの諸制度をそのままグローバル・ガバナンスとする見解もあるが，ここ
で問題となっているのはEUの域外から移動する人の問題であるので，EU域内

の制度をもってグローバル・ガバナンスとはいえない。
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みが必要であることは明らかであろう。

　国連総会は１９９０年に「すべての移住労働者およびその家族構成員の権

利と保護に関する議定書」を採択したが，２００３年まで発効しなかった。

２０１１年の時点で署名をしたのは４４カ国にとどまり，そのすべてが送り出

し国である。したがって越境する人の権利を守るための制度としては全

く不完全なものとなっている。国家主権の壁は越えられないものなので

あろうか。一部のユーロリージョンでは，越境通勤者に労働組合が労働

契約や労働条件について情報を提供し，連帯する動きを見せている。ト

ランスナショナルなコミュニティが，移民社会の延長ではなく，新たな

帰属意識に基づく連携を模索する動きは市民権をめぐる議論とは別の次

元におけるコミュニティ形成の動きとして捉えられるであろう。この動

きは微弱ではあるが，国際政治の新しい地平となるかもしれない。

＊�本研究は，科学研究費助成事業（基盤研究B）「グローバル時代の人

の移動の自由と管理―社会保障制度を中心に―」課題番号２５２８３００２の

研究成果の一部である。


